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【はじめに】 提言の狙い 

 

 本提言の狙いは、地域エネルギー政策を十分に確立できていない自治体に対し、取組の強化に必要

な観点や手法を示すことにある。自治体に地域エネルギー政策の強化が期待される理由は、大きく三

つある。第一に、自然エネルギーや省エネルギーは地域社会にメリットをもたらすからである。第二

に、自然エネルギー資源は全国に広く存在し、活用のカギを自治体が有しているからである。第三に、

2016 年のパリ協定（2015 年 12 月の国連気候変動枠組条約第 21 回締約国会議で採択された協定）発

効により、今世紀の後半には、日本も自然エネルギー100％社会を実現する必要に迫られているからで

ある。そのためには、先進的な自治体での取組は無論のことながら、あらゆる自治体で、自然エネル

ギー普及に本腰を入れる必要がある。 

 提言の重点は、省エネルギーについて言及しつつも、自然エネルギーの普及に置いている。自然エ

ネルギーに重点を置いているのは、自治体の関心が高い一方、取組の歴史が浅く、体系的な整理が十

分になされてこなかった分野であるため、差し迫って必要性が高いためである。 

 提言の構成は、地方創生に関連する提言、自治体が共通して導入することが望ましい政策、自治体

の規模に応じた政策の順としている。政策については、自治体と一口にいっても、規模や機能が異な

るため、共通する政策と規模別の政策に分けている。 

 提言が実現することにより、自然エネルギーの一層の拡大が期待される。提言内容は、地域レベル

で自然エネルギーを主体としたエネルギー利用を進めるための基盤形成を目指すものだからである。

省エネルギーの進展により、自然エネルギーの導入率が結果的に向上することも期待される。 

 提言が啓発的な取組から本格的な取組へと政策転換を進める一助となることを期待したい。多くの

自治体にとって、地域エネルギー政策を形成するための参考となれば幸いである。 

 

 

  



2 
 

提言のポイント 

 

１ 

東日本大震災に伴うエネルギー制約がきっかけとなり、多くの自治体が地域エネルギー政策に取り組み始

めている。固定価格買取制度で自然エネルギーが急速に普及する一方、多くの自治体が手探りの状態で自

然エネルギーを推進している。一部の地域では、自然エネルギー事業をめぐるトラブルも起きている。着

実に自然エネルギーを普及するためには、地域への総合的なメリットに着目し、地域主体の事業を伸ばす

必要がある。そのためには、自治体の後押しが有効である。 

２ 

地域エネルギー政策は、人口減少対策等の地方創生に資する。そのためには、エネルギーと地域経済の関

係について、地域のステークホルダーの認識共有が基盤となる。地域エネルギー政策を地方創生の柱にす

るとともに、地域外のエネルギー需要も地域に取り込んでいくことが必要である。 

３ 

自治体の規模にかかわらず共通して推進すべき政策がある。自然エネルギーに関する地域ルールを策定す

る必要がある。一方、自然エネルギー普及の課題解決を国・事業者に提言するとともに、地域金融機関と

の連携で事業の資金調達を支援する必要がある。公共施設等での熱利用も促進する必要がある。すべての

都道府県・政令市が意欲的な計画・目標を設定すべきで、地域エネルギー政策で多面的な価値を評価して

いくことが重要である。 

４ 

自治体の規模に応じた適切な政策を推進する必要がある。都道府県・政令市は、一定の省エネルギー制度

を条例で構築すべきである。政令市・中核市は、まちづくりにエネルギー視点を組み込む必要がある。市

町村は、地域主体の事業の創出・育成を支援すべきである。 

 

  



3 
 

【目次】 

 

 

はじめに 提言の狙い・提言のポイント      1 

 

要旨           4 

 

背景  重要性を増す自治体の地域エネルギー政策     7 

 

（地方創生） 

 

提言１  地域エネルギー政策を地方創生の柱にする     14 

 

提言２  地域外のエネルギー需要を地域に取り込む     17 

 

（共通政策） 

 

提言３  導入ルールの構築で自然エネルギー促進と地域調和を両立させる  19 

 

提言４  自然エネルギー普及の課題改善を国・事業者に提言する   21 

 

提言５  地域金融機関との協調体制を構築する     22 

 

提言６  公共施設の新築・改修時にエネルギー性能を向上する   24 

 

提言７  意欲的な計画・目標で自然エネルギーを伸ばす    26 

 

提言８  地域エネルギー政策で多面的な価値を評価する    29 

 

（規模別政策） 

 

提言９  都道府県・政令市の地球温暖化対策条例をステップアップしていく  31 

 

提言 10  政令市・中核市で都市計画とエネルギー計画を連動させる   34 

 

提言 11  市町村で地域主導型自然エネルギー事業を育成する    36 

 

注           39 

  



4 
 

【要旨】 

 

 現在、多くの自治体が地域エネルギー政策に取り組んでいる。だが、自治体による地域エネルギー

政策の歴史は古くない。地域エネルギー政策は事実上、2000 年前後から始まっている。先導的な自治

体が地域エネルギー政策に取り組み始めたきっかけは、地球温暖化対策にあった。地域エネルギー政

策が多くの自治体に広がったきっかけは、東日本大震災による福島第一原子力発電所の事故とそれに

伴うエネルギー制約の状況にあった。現在は、国の地方創生の取組をきっかけにして、地域経済の観

点から地域エネルギー政策に取り組む動きが始まっている。今後は、パリ協定が定めた今世紀後半に

おける脱炭素社会の実現を目指す取り組みも、地域や自治体から推進されていくことになる。 

 地域エネルギー政策は、国の法律によって一定の裏打ちがされてきている。一方で、自治体には、

知見の不足という大きな課題が横たわっている。多くの自治体が手探りの状態で自然エネルギーを推

進しているため、啓発にとどまったり、期待した成果をあげることができなかったりするおそれがあ

る。 

 固定価格買取制度に基づく稼働設備は、大都市圏とその周辺に多い。設備の種別ごとに見ると、い

ずれも事業用太陽光発電が多いという共通点がある一方、住宅用太陽光発電や風力と、地域性も見ら

れる。制度の導入前後で比較すると、東京都を除く全道府県で導入後の 4 年 3 か月間で、導入前の設

備容量を導入後の設備容量が上回っている。 

 自然エネルギーが急速に普及する一方、一部の地域では事業用太陽光発電を中心に、事業をめぐる

トラブルが起きている。こうした問題に国や一部の自治体が一定の対応をしてきているが、今後、地

域環境と共存する自然エネルギー導入が進むようにルールの構築が必要である。 

 着実に自然エネルギーを普及していくためには、送電網への接続制限を是正することや土地利用に

おける不合理な規制の解消等に加え、立地地域への総合的なメリットに着目した主体による事業を伸

ばしていく必要がある。その主体として期待されるのが、地域の市民や団体、中小企業である。実際

ドイツでは、市民の所有する自然エネルギー設備が大きな割合を占めている。市民等による自然エネ

ルギー事業を促進するためには、自治体の後押しが有効と考えられる。 

 

【提言１】（地方創生） 地域エネルギー政策を地方創生の柱にする 

 地域エネルギー政策は地方創生の柱として重要な役割を果たしうる。地域エネルギー政策は、省エ

ネルギーの促進と自然エネルギーの活用を二本の柱とするものだ。人口減少に比例した地域経済の縮

小を避けるためには、生産性の向上とともに、住民等の所得向上が必要になる。全国のほとんどの自

治体でエネルギーの使用に伴い、地域外に資金が流出する構造となっている。エネルギーと資金収支

のメカニズムを変えるためには、自治体関係者や地域のまちづくりに関わるステークホルダーの認識

を変えることが必要であり、エネルギー政策や事業の計画策定プロセスを活用するのが効果的である。 

 

【提言２】（地方創生） 地域外のエネルギー需要を地域に取り込む 

 多くの自治体で自然エネルギーに取り組むときの理念は「地産地消」だが、それを目標に掲げると

地域の有する自然エネルギーポテンシャルが大きくても、地域のエネルギー需要が自然エネルギー投

資の上限と見なされやすい。「地産地消」は地域エネルギー政策の最終目標でなく、むしろ出発点と捉

えるべきだ。この考え方に立てば、例えば自治体の所有する公営水力発電や廃棄物発電も、自然エネ

ルギー100％を目指す大都市の企業に供給するなど、環境価値を踏まえて戦略的に活用できる。送電網

が国内で広域に運用されれば、遠方の大都市の需要も取り込める。自治体は域外へも自然エネルギー

を販売し、地域経済を活性化させることを目指し、地域エネルギー政策を早期に確立する必要がある。 
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【提言３】（共通政策） 導入ルールの構築で自然エネルギー促進と地域調和を両立させる 

 自然エネルギーの導入が進められるなかで、周辺環境との調和に十分な配慮を行っていない事業が、

地域のトラブルを引き起こす事例も生まれている。導入ルールを構築する上で重要なことは、それが

条例として明示され、すべての事業者に等しく適用される必要がある、ということである。事業者に

とっても、地域ルールが明示されることは、リスクの予見可能性を高め、事業の安定性につながる。

固定価格買取制度は 2017 年 4 月から、事業の認定に当たり、自治体の条例を含めた法令遵守を要件

としている。 

 

【提言４】（共通政策） 自然エネルギー普及の課題改善を国・事業者に提言する 

 自然エネルギーの普及に際して、地域には様々な課題がある。その代表例が、農地の利用を制約す

る規制である。環境アセスメントの改善も課題となっている。これらの他、税制や水利権等の課題も

生じている。自然エネルギーをさらに普及するためには、さらに二つの大きな課題がある。第一の課

題は系統連系で、自治体から国や送電事業者に対し、改革を求めていく必要がある。第二の課題は設

置価格の低廉化で、自治体と事業者が連携して生産性を向上していく必要がある。自治体が、地域の

設置事業者の生産性向上を支援することも考えられる。 

 

【提言５】（共通政策） 地域金融機関との協調体制を構築する 

 自治体が地域主体の自然エネルギー事業を育成・促進するときに、大きな壁になるのが事業の資金

調達である。金融機関が事業計画等を見て融資判断することも考えられるが、金融機関が自然エネル

ギー事業の審査経験に乏しく、現状では困難な状況にある。金融機関側の資金は十分にあり、とりわ

け一部の地域金融機関には余力がある。地域の資金と自然エネルギー事業の好循環を生み出すため、

地域エネルギー政策について、自治体と地域金融機関との協調体制を構築する必要がある。地域主体

の自然エネルギー事業に対し、自治体が信用を供与する仕組みをつくることも望ましい。 

 

【提言６】（共通政策） 公共施設の新築・改修時にエネルギー性能を向上する 

 全国の自治体で公共施設の老朽化が深刻になっており、建替えや大規模改修、統廃合が進むと見込

まれている。公共施設のエネルギー性能向上にとってカギになるのは、設備だけでなく躯体も含めた

建物全体でのエネルギー性能を高めることである。公共施設の躯体性能を高めることは、長期的な視

野でエネルギー削減を図る観点からも重要である。公共施設の建替えや改修等を契機としてエネルギ

ー性能を向上する上で、今後、特に注目する必要があるのは、自然エネルギー熱利用の促進である。

公共施設のエネルギー利用では、熱需要の割合も大きい。建替え等を契機にすれば、施設ごとの順次

導入となるため、学習効果と習熟も期待できる。 

 

【提言７】（共通政策） 意欲的な計画・目標で自然エネルギーを伸ばす 

 地域エネルギー政策については、歴史が浅く、計画策定を義務付ける法律もないため、計画を策定

している自治体としていない自治体に分かれる。行政計画は、目標値を設定しなければ進捗管理がで

きず、実質的に計画としての役に立たない。特に、自然エネルギーについては、発電設備容量と導入

量の両方で目標設定することが望ましい。すべての都道府県及び政令市において、地域エネルギー政

策に関する計画・目標を策定することが必要である。 
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【提言８】（共通政策） 地域エネルギー政策で多面的な価値を評価する 

 地域におけるエネルギーの供給と消費のあり方を変えることには、多面的な価値がある。なかでも、

もっとも価値を共有する政策分野として地球温暖化対策がある。地域における地球温暖化対策の計画

は、都道府県・政令市・中核市に対し、法律で策定が義務付けられている。一方、地域エネルギー政

策と地球温暖化対策を一体で計画している自治体は少ない。地域エネルギー政策と地球温暖化対策の

計画は、一体的に策定することが望ましい。計画を統合する際には、自然エネルギーの設備容量や導

入量も合わせて数値目標として設定することが必要である。地域に発電所を新設する事業のうち、石

炭火力発電は今後、気候変動対策の強化の中で稼働困難な負の財産になるおそれがあり、大いに注意

しなければならない。 

 

【提言９】（規模別政策） 都道府県・政令市の地球温暖化対策条例をステップアップしていく 

 都道府県・政令市においては、先導的な自治体の取組により、大規模な事業所等を対象とした省エ

ネルギー促進制度について、様々な経験が蓄積されてきている。事業者対策は、地球温暖化対策計画

書制度と呼ばれ、多くの経験が蓄積されてきている。建築物の対策は、建築物計画書制度と主に新築

建築物の環境性能の向上を目的にしている。家庭の対策では、家電販売店に対して統一省エネラベル

の掲出を義務付け、エネルギー効率の高い家電の選択を促進する取組が行われている。 

 事業者や施主、消費者の合理的な判断に基づく省エネルギーを全国的に促進するためには、実効性

の高い制度をすべての都道府県・政令市で構築する必要がある。都道府県・政令市で省エネルギーの

制度を整えることは、自然エネルギーの普及を促すことにもつながる。 

 

【提言 10】（規模別政策） 政令市・中核市で都市計画とエネルギー計画を連動させる 

 政令市・中核市は、一般市町村に比べ、都市計画や環境行政等に関して大きな権限を有している。

また、区域全体の地球温暖化対策計画の策定義務を法定されているため、地球温暖化対策や自然エネ

ルギー促進の担当組織や予算が必ず確保されている。一方、地域エネルギー政策を担当する組織につ

いては、政令市と中核市であり方が大きく異なる。都市で自然エネルギーの導入を進める場合、まち

づくりと分けて進めることは難しい。政令市・中核市では、まちづくりと地域エネルギー政策を統合

的に進めることが、効果的である。 

 

【提言 11】（規模別政策） 市町村で地域主導型自然エネルギー事業を育成する 

 多くの市町村は中山間地域を抱え、自然エネルギーのポテンシャルを豊富に有している。これらの

開発ポテンシャルには小規模なものも多く、無数に存在するため、個人や地域に密着した事業者でな

ければ開発しにくい。市町村から見れば、自然エネルギーを普及する意義は、経済、環境、防災、自

治と多岐にわたる多面的な価値にある。市町村としては、地域にメリットをもたらす自然エネルギー

事業を積極的に後押しすることが求められる。地域に最も大きなメリットをもたらすのは、地域の主

体が事業を担い、地域の資金を活用する「地域主導型」の事業であり、こうした事業の主体を育成す

ることが重要である。 
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【背景】 重要性を増す自治体の地域エネルギー政策 

 
経緯 

 現在、多くの自治体が地域エネルギー政策に取り組んでいる。2017 年３月１日現在、「エネルギー」

と名の付く部署を持つ都道府県は 26 ある。20 市ある政令指定都市（政令市）においても、8 市が「エ

ネルギー」と名の付く部署を設けている（図表１）。 
 しかし、自治体による地域エネルギー政策の歴史は古くない。戦前は、多くの地域で自治体出資の

電気供給・配電事業が行われ、自治体とエネルギーは密接な関係を有していた。だが、1941 年の配電

統制令によって国家管理の下に置かれて以降、公営企業による電力卸事業や発電所・コンビナート等

の立地対策を除き、自治体が地域エネルギー政策を展開することは、実質的になかった。戦後のエネ

ルギー政策は、もっぱら国の専管的な政策分野と見なされてきた。 

 地域エネルギー政策は事実上、2000 年前後から始まっている（図表２）。自治体で初めて体系的な

エネルギー政策を構築したのは、東京都であった。2000 年に公害防止条例を環境確保条例に全部改正

したとき、大規模事業所に対し省エネルギーや自然エネルギーの取組を求める「地球温暖化対策計画

書制度」を導入するとともに、大規模建築物に対し同様の取組を求める「建築物環境計画書制度」を

導入した。これが、現在の都道府県・政令市におけるエネルギー政策の原型となっている。 

 このように、先導的な自治体が地域エネルギー政策に取り組み始めたきっかけは、地球温暖化対策

にあった。化石燃料の使用に伴う温室効果ガスの排出を抑制するためには、国による取組だけでは不

十分で、排出の現場となっている都市・地域での取組が不可欠と考えられたためである。地球温暖化

対策の取組は、東京都に続き、京都市や横浜市など他の自治体にも広がり始めた。2008 年には、国に

よる「環境モデル都市」の指定によって市町村を含めた地球温暖化対策の取組が国の推奨するところ

となり、先導的な自治体の間でネットワーク化や情報交換が活発になっていった。 

 地域エネルギー政策が多くの自治体に広がったきっかけは、東日本大震災による福島第一原子力発

電所の事故とそれに伴うエネルギー制約の状況にあった。それまで地球温暖化対策として、先進的な

自治体を中心に取り組まれていたものが、エネルギーを主眼として、広範な自治体で取り組まれるよ

うになった。その一つの理由は、原発事故や関東地方の計画停電を目の当たりにして、首長や議会、

住民たちが自らの地域のエネルギーのあり方を考え、議論するようになったからである。もう一つの

理由は、原発事故や発電所の停止による電力不足に対応するため、国が全国に数値目標付の節電要請

をしたため、否が応でも自治体で節電対策に取り組まなければならなかったためである。 

 そして、現在は地方創生の取組をきっかけにして、地域経済の観点から地域エネルギー政策に取り

組む動きが始まっている。地域づくりという内的な要因からエネルギーを捉え直す動きである。地方

創生により、すべての自治体が長期的な人口動態を予測することとなり、人口減少社会を議論するこ

とになった。そのなかで、エネルギーに関する取組が地域経済を活性化させると期待されている。 

 さらに今後は、2016 年末に発効した地球温暖化対策の国際的な枠組み、パリ協定が定めた今世紀後

半における脱炭素社会の実現をめざす取組も、地域や自治体から推進されていくことになる。化石燃

料に依存したエネルギー供給を 100％、自然エネルギーに転換していく壮大な挑戦は、国だけででき

るものではない。地方自治体には、エネルギー転換をめざす積極的な地域エネルギー政策の転換がま

すます求められるようになる。 
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図表１ 都道府県・政令市の「エネルギー」を名称に含む部署 

 
 
 

図表２ 地域エネルギー政策の主な経緯 

 
 
法的根拠 

 地域エネルギー政策は、国の法律によっても一定の裏打ちがされてきている（図表３）。1998 年の

地球温暖化対策推進法や 2002 年のエネルギー政策基本法によって、自治体がエネルギー政策に取り

組む責務が規定された。2008 年の地球温暖化対策推進法改正では、都道府県と政令市、中核市（政令

で指定する人口 20 万人以上の市）において、地域レベルで省エネルギーや自然エネルギーを促進する
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地球温暖化対策計画の策定が義務付けられた。2011 年の再生可能エネルギー特別措置法や 2013 年の

農山漁村再生可能エネルギー促進法では、自然エネルギーが地域活性化の観点から位置付けられた。 

 一方で、自治体には、知見の不足という大きな課題が横たわっている。科学技術振興機構統合実装

プロジェクトの自治体アンケート 1によると、自治体に「地域で再生可能エネルギーを推進するに当

たり直面している課題（複数回答）」を尋ねた設問で、もっとも多かった回答が「事業性の見極めが困

難」とあり、「事業性がない」「詳しい人材がいない」と続く。 

 多くの自治体が手探りの状態で自然エネルギーを推進しているため、啓発にとどまったり、期待し

た成果をあげることができなかったりする恐れがある。このままでは、総務省によって「期待される

効果が発現しているものは皆無」と行政評価された、かつての「バイオマス・ニッポン総合戦略」2に

基づく事業と同じ結果になりかねない。それでは、自然エネルギーを基盤とする社会に転換すること

は困難である。 

 
図表３ 地域エネルギー政策に関する根拠法 

 
 
 
自然エネルギー発電設備の普及状況 

 2016 年 9 月末現在の固定価格買取制度に基づく稼働設備について、都道府県別に見ると、大都市圏

とその周辺に多い（図表４）。茨城県を筆頭に、愛知県、千葉県、福岡県、兵庫県と続く。また、面積

が広く、風況のいい静岡県、鹿児島県、北海道がそれらに続く。一方、少ない県は、福井県、鳥取県、

山形県と日照の比較的少ない日本海側に多い。 
 それを発電設備の種別ごとに見ると、稼働設備の多い県はいずれも事業用太陽光発電が多いという

共通点がある一方、愛知県の住宅用太陽光発電、鹿児島県や青森県、北海道の風力と、地域性も見ら
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れる（図表５）。特に、愛知県や埼玉県、静岡県、福岡県では、住宅用太陽光発電が稼働設備量を底上

げしており、都市部でも自然エネルギーが普及しうることを示している。 

 固定価格買取制度の導入前後で比較すると、東京都を除く全府県で導入後の 4 年 3 か月間（2012 年

7 月 1 日～2016 年 9 月 30 日）で、導入前の設備容量（移行稼働設備容量）を導入後の設備容量（認定

稼働設備容量）が上回っている（図表６）。とりわけ、固定価格買取制度に基づく自然エネルギーの立

地が、日射量の豊富な太平洋側の大都市周辺で顕著である一方、山がちな地勢のためか、和歌山県は

例外的となっている。東京都は、他の都道府県に先駆けて自然エネルギー導入を進めており、導入前

の設備容量は全国 6 位であった。普及条件の悪い大都市でありながら、先導的に普及を進めていたこ

とが、結果に示されたものと考えられる。 

 

図表４ 都道府県別の自然エネルギー発電設備稼働状況（2016 年 9 月 30 日現在） 
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図表５ 都道府県別・種別の自然エネルギー発電設備稼働状況（2016 年 9 月 30 日現在） 

 
 

図表６ 都道府県別・認定種別の自然エネルギー発電設備稼働状況（2016 年 9 月 30 日現在） 
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地域における自然エネルギー事業の課題 

 固定価格買取制度によって自然エネルギーが急速に普及する一方、一部の地域では事業用太陽光発

電を中心に、事業をめぐるトラブルが起きている。環境エネルギー政策研究所のレポート 3によると、

2016 年 3 月までに全国で 41 件の住民とのトラブルを確認できたという。同レポートは、住民の懸念

事項として多い順に景観（22 件）、災害（18 件）、生活環境（12 件）、自然環境（9 件）と整理してい

る。 

 こうしたトラブルについては、国も懸念を有しており、一定の対応をしてきている。まず、地域で

の状況を把握しやすくするため、固定価格買取制度に基づく認定・導入状況について、2012 年 7 月の

制度開始当初は都道府県別の公表にとどまっていたが、2014 年 4 月末のものから市区町村別について

も公表するようになった。次に、2016 年 4 月より自治体向けに案件ごとの事業情報の提供を始めた。

さらに、再生可能エネルギー特別措置法を改正（2017 年 4 月 1 日施行）し、認定した案件の事業者名

や事業地等を公表するとともに、関係法令の遵守やメンテナンスの実施等を求め、違反したときには

指導・認定取消をできるようにした。今後、地域環境と共存する自然エネルギー導入が進むようにル

ールの構築が必要である。 

 

自然エネルギー普及の伸びしろ 

 日本の自然エネルギーの普及度合は、未だポテンシャルに遠く及ばない。環境省の調査によると、

太陽光、風力、中小水力、地熱の全国合計で約 20 億 kW の発電ポテンシャルがある 4。太陽光発電だ

けで見ても、約 3.3 億 kW のポテンシャルがある。これらは、住宅やビル、公共施設、工場等の屋根、

遊休地、耕作放棄地等、既存の土地利用と競合しない場所に最大限導入できる設備となる。一方、認

定されている太陽光発電設備容量は約 8 千万 kW で、実際に導入されている容量は約 3.7 千万 kW に過

ぎない（2016 年 11 月末現在）。 

2014 年度末以降、固定価格買取制度に基づく設備認定容量は実質的に横ばい状態にある（図表７）。

その理由としては、事業用太陽光発電の買取価格の引き下げに伴い、新たな認定容量が減少する一方

で、認定の取消を受ける案件があるため、増加分が相殺されていることが考えられる。また、風力や

地熱など他電源で、新規認定が伸びてきていないことも理由になっていると考えられる。 

 さらなる自然エネルギー普及のためには、送電網への接続制限を是正することや、土地利用などに

おける不合理な規制の解消など、様々な取組が必要である。これに加え、これまで主として普及を担

ってきた企業に加え、新たなけん引力を生み出すことも重要となる。 

 その主体として期待されるのが、地域の市民や団体、中小企業である。立命館大学等の研究 5による

と、事業の所有者（出資者）が自然エネルギー事業で最大の利益を手にするという。つまり、自然エ

ネルギー事業のメリットを最大化するには、地域の市民たちが事業を所有することがカギになる。さ

らに、地域経済への効果や収益の活用、長期にわたる安定収入、防災力の向上等、必ずしも買取金額

の多寡だけではない多面的な地域メリットも期待できる。 

 実際ドイツでは、市民の所有する自然エネルギー設備が大きな割合を占めている。2012 年の調査で

は、46.6％の事業が市民所有で、個人所有と協同組合に限定しても 34.4％を占めていた（図表８）。

日本の自然エネルギー発電設備における個人所有の割合は不明であるが、自然エネルギー事業への個

人による出資が一般的でない状況を鑑みれば、ドイツほどの割合を占めていないと推測できる。 
 市民等による自然エネルギー事業を促進するためには、自治体の後押しが有効と考えられる。地域

へのメリットを総合的に評価でき、法令や予算、情報等の後押しするための資源も有しているためで

ある。したがって、自治体が適切な地域エネルギー政策を展開することが、地域から自然エネルギー

を拡大していくことにつながる。  
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図表７ 自然エネルギー発電設備の認定容量推移（2016 年 11 月 30 日現在） 

 
 

 

図表８ ドイツでの自然エネルギーによる発電設備の所有者の内訳（2012 年） 
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【提言１】（地方創生） 地域エネルギー政策を地方創生の柱にする 

 
地方創生と省エネルギー、自然エネルギー 

 地域エネルギー政策は地方創生の柱として重要な役割を果たしうる。地方創生における重要な課題

の一つは、地域産業の生産性を向上することにある。国の「まち・ひと・しごと長期創生ビジョン」 

は〈我が国の経済の中長期展望において「人口の安定化」に加えて、「生産性の向上」が重要であ

る〉と述べている。 

 地域エネルギー政策は、省エネルギーの促進と自然エネルギーの活用を二本の柱とするものだ。省

エネルギーは、まさにエネルギー当たりの生産性の向上を目指す取り組みであり、地域の産業が省エ

ネルギーによって浮かせた資金は、地域が享受する純益となる。 

 人口減少に比例した地域経済の縮小を避けるためには、生産性の向上とともに、住民等の所得向上

が必要になる。地域の自然エネルギー資源を活用し、自然エネルギー事業を創出・拡大すれば、域外

から購入する化石燃料由来のエネルギーを減らし、自然エネルギーや省エネルギーへの投資を促進す

れば、域外への資金流出が抑制され、地域の資金循環が拡大する。それは、住民等の所得向上につな

がり、豊かに暮らせる地域をもたらす。 

 
全国自治体の多くでエネルギー使用に伴う資金流出 

 現状では、全国のほとんどの自治体でエネルギーの使用に伴い、地域外に資金が流出する構造とな

っている。環境省の分析 6によると「全国の自治体のうち 95％が、エネルギー代金（電気・ガス・ガ

ソリン等）の収支が赤字」となっており、「8 割が地域内総生産の 5％相当額以上、379 自治体で 10％

以上の地域外への資金流出」を招いているという（図表９）。 
 
 

図表９ 地域内総生産に対するエネルギー代金の収支 
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 また長野県は、地方創生総合戦略の策定に際して、海外へのエネルギー代金の流出額を推計 7して

いる。これは、日本全体での化石エネルギー輸入額を都道府県 GDP 比で案分したもので、2002 年から

2011 年までの 10 年間が示されている。それによると、少ない年で 1,216 億円（2002 年）、多い年で約

4,160 億円が長野県から海外に流出している。平均すると、年間約 2,400 億円の資金が海外に流出し

ている計算になる。 

 
エネルギーと資金収支のメカニズムを変える 

 大半の地域は現在、域外からエネルギーを購入し、その代金を域外に支払っている。それを将来に

向けて、次のように変えていく（図表 10）。まず、省エネルギーを進めることで地域外からのエネル

ギー購入量を減らしていく。また、省エネルギー化の一つの方策として省エネ設備投資を行うことに

より、エネルギー代金として地域外へ長期的に支払うはずだった資金を地域の事業者に振り向ける。 
一方、地域内に存在する太陽光、風力、水力、地熱、バイオマスという自然エネルギー資源で電力や

熱を生産し、域外からの購入していたエネルギーに代替する。さらに、遠くに運べるエネルギー（電

気）は域外にも販売する。こうした転換を進める政策が、これから推進すべき地域エネルギー政策と

なる。 
 

図表 10 エネルギーと資金収支のメカニズムの転換 

 
 
ステークホルダーの認識を変える 

 エネルギーと資金収支のメカニズムを変えるためには、ステークホルダーの認識を変えることが必

要である。地域エネルギー政策が地域経済にとってメリットをもたらすことについて、自治体担当者

の間でも十分に認識されていない。科学技術振興機構統合実装プロジェクトの自治体アンケート 8に

よると、自治体に「地域の再生可能エネルギー事業による地域貢献として何を期待しますか（複数回

答）」と尋ねた設問で、もっとも多かった回答が「温暖化防止（76.5％）」で「エネルギーの地域調達

（62.9％）」「防災対策（60.5％）」「環境教育（51.6％）」と続く一方、「雇用（43.8％）」「資金の地域

内循環（30.1％）」等と経済効果への期待は相対的に低かった。  
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 また、エネルギーに関する地域の資金収支を改善する方策として、地域エネルギー政策を捉え、地

域のステークホルダーと認識共有をすることも必要である。ステークホルダーには、自治体の首長・

議会・職員は当然のことながら、地域の経済、労働、消費者、環境、まちづくり等に関わっている広

範な団体や個人が含まれることが望ましい。なぜならば、地域のあらゆる活動にエネルギーが使わ

れ、資金収支の赤字はその積み重ねの結果だからである。 

 ステークホルダーとの認識共有については、計画策定プロセスを活用するのが効果的である。地域

エネルギー政策に関する計画を策定する際、検討の初期段階で、地域の関係する企業や団体、NGO、専

門家等を一堂に集め、考え方を説明し、議論する。実際、長野県では 2012 年の「環境エネルギー戦略」

検討に際して、県内 35 団体等の代表を集めたステークホルダー会議を開催し、認識共有を行ってい

る。 
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【提言２】（地方創生） 地域外のエネルギー需要も地域に取り込む 

 
「地産地消」は最終目標ではなく出発点 

 多くの自治体で自然エネルギーに取り組むときの理念は「地産地消」だ。「地産地消」の考え方は

分かりやすく、これまで電力やガスなどを地域外からの供給に依存してきた構造を転換する理念とし

て、有効である。しかし、地域エネルギー政策の目標を「地産地消」だけにしてしまうのは、十分と

はいえない。 
 「地産地消」を目標に掲げると、エネルギーの自給が目標と捉えられやすいため、地域の有する自

然エネルギーポテンシャルが大きくても、地域のエネルギー需要が自然エネルギー投資の上限と見な

されやすい。これでは、地域の住民等による自然エネルギーへの投資が鈍るおそれがある。 
 「地産地消」は、地域エネルギー政策の最終目標ではなく、むしろ出発点ととらえるべきだ。地域

の手で自然エネルギーのポテンシャル開発を進め、エネルギーを地域外にも広く売っていくことを視

野に入れることにより、地域内の豊かな自然エネルギー資源を地域活性化、地方創生にフルに活用で

きるようになる（図表 11）。 
 

図表 11 自然エネルギーと域外需要 

 
 
送電網の広域運用で広がる可能性 

 この考え方に立てば、例えば自治体の所有する公営水力発電も、自然エネルギー100％を目指す大

都市の企業に供給するなど、環境価値を踏まえて戦略的に活用できる。長野県企業局は、ダムの維持

流量を活用して設置した２か所の水力発電所（合計 1,160kW）について、新電力を通じて東京等の大

都市で、固定価格買取制度の価格に 0.5 円/kW を上乗せして販売する 9。電気を購入した大都市の消

費者には、現地の交流機会や県産品の提供が行われる。大都市とすれば、域内供給だけでは需要を満

たすことが難しい自然エネルギーについて、域外から調達できることになる。実際、世田谷区はこの



18 
 

事業を通じて、41 か所の区立保育園で長野県企業局の自然エネルギーを用いる（図表 12）。世田谷区

側の電気代も約 10％安くなるという 10。 
 

 さらに、送電網が国内で広く運用されるようにな

れば、遠方の大都市の需要も取り込める。現在、多

くの自治体が東京や大阪、名古屋の需要を地域経済

に取り込もうとして、産品の販路拡大に取り組んで

いる。送電網の広域運用は、それが自然エネルギー

という産品でも可能になることを意味する。 
 自治体は、域外へ自然エネルギーを販売し、地域

経済を活性化させることを目指し、地域エネルギー

政策を早期に確立する必要がある。 
 

 
 

 
図表 12 世田谷区立保育園に掲示されるポスター 
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【提言３】（共通政策） 導入ルールの構築で自然エネルギー促進と地域調和を両立させる 

 
自然エネルギー条例に求められる要件 

 自然エネルギーの導入が進められるなかで、周辺環境との調和に十分な配慮を行っていない事業

が、地域のトラブルを引き起こす事例も生まれている。自然エネルギー事業をめぐるトラブルに対し

ては、自治体で明確なルールを定めていくことが必要になる。そのルールは、単に自然エネルギー事

業を規制するというものでなく、住民との合意形成を促し、事業者が予め配慮すべき地区や事項を理

解でき、計画的かつ地域との調和的な導入を促すものであることが望ましい。 

 自治体、とりわけ市町村で整備すべき条例の要件は、大きく 6 点ある（図表 13）。第一に、地域に

おけるエネルギーの意義や関係、地域エネルギー政策の方針を明記すること。第二に、行政への届出

や住民説明会の開催、事業情報の公表など合意形成手続を規定すること。第三に、地域への貢献や配

慮を望む事業者と住民との合意形成を促し、地域との協働を誘導する協議会が設置可能であること。

第四に、住民等による地域主導型の事業を認定し、自治体がそれを特別に支援できること。第五に、

事業を回避すべき場所、慎重に検討すべき場所、積極的に事業をしてもいい場所を指定（ゾーニン

グ）する根拠を規定すること。第六に、地域への配慮を欠き、強引に事業を進める悪質な事業者に対

抗する勧告・公表等の権限を規定すること。 
 

図表 13 自然エネルギー条例の６要件 

 

 
 これらを踏まえた条例のモデルについては、長野県が「太陽光発電を適正に推進するための市町村

対応マニュアル」 11として公表している。これは、法令や判断基準を一覧でき、事業者にとっても漏

れなく対応するためのマニュアルになっている。 

  

ルール明示で地域と事業者の双方にメリット 

 導入ルールを構築する上で重要なことは、それが条例として明示され、すべての事業者に等しく適

用される必要がある、ということである。法令に基づかない要綱による行政指導では、地域への配慮

を欠く事業者ほど、それを遵守しないおそれがある。行政手続法では「行政指導の内容があくまでも
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相手方の任意の協力によってのみ実現されるものであることに留意しなければならない」（第 32 条）

ことや「その相手方が行政指導に従わなかったことを理由として、不利益な取扱いをしてはならな

い」（第 32 条第 2 項）ことを定めている。 

 既存の法令に基づく行政判断についても、判断基準を明文化し、公表することが求められる。これ

まで想定していなかった事業者や個人から申請等が出されたり、申請件数が増えたり、例外的に運用

していた基準を日常的に運用するようになることもある。そうした基準について、従来のように担当

者や審査会等の裁量で判断していては、自治体への訴訟リスクを高めることにもなりかねない。 

 典型的な分野は、農地法や森林法の運用である。許認可の可否や付帯条件、意見について、可能な

限り具体的な判断基準を予め示すことが望ましい。とりわけ農業振興地域の除外については、農業委

員会の判断となるため、不透明な裁量に陥りやすい。合議機関であっても明文化等は不可欠である。 

 事業者にとっても、地域ルールや法令運用の判断基準が明示されることは、リスクの予見可能性を

高め、事業の安定性につながる。法令に抵触しない事業であっても、地域で反対や危惧が示されれ

ば、それへの対応に一定のコストをかけざるを得ない。合意形成等のルールがなければ、どれだけ丁

寧に事業を進めていても、合意形成が完了したと客観的に証明しがたく、将来にリスクが残る。地域

でのルールが明確で、それに基づいて早期かつ適正に合意形成が図られれば、それだけ事業を着実に

進められ、リスクが減少する。早い段階で地域の意思が分かれば、撤退や縮小の判断も容易だ。 

 2017 年 4 月から、固定価格買取制度は事業の認定に当たって法令遵守を要件としており、自治体

の条例であっても違反する事業は認定を受けられなくなる。そのため、条例は極めて有効な措置とな

る。なお、事業の企画から工事、運営、撤去までに遵守すべき事項を包括した、法律に基づく「事業

計画策定ガイドライン」が種別ごとに設けられ、事業者はこのガイドラインへの適合も求められる。

そのため、自治体が合意形成等に関する条例を整備すれば、新たなトラブルは発生しにくくなる。 
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【提言４】（共通政策） 自然エネルギー普及の課題改善を国・事業者に提言する 

 
自然エネルギーの普及に向けた地域の課題 

 自然エネルギーの普及に際して、地域には様々な課題があるが、その一つは国の土地利用規制や環

境アセスメント制度の中に、自然エネルギー導入の妨げとなる合理的とは言えないルールが存在する

ことである。 

 その代表例は農地利用に関する規制である。農業と自然エネルギーの相乗効果を狙う事業を企画し

ても、農振法に基づく農業振興地域制度の手続きや農地法に基づく農地転用許可制度の手続きが壁と

なる。例えば、農地において風力発電を行うとすれば、風力発電設備に必要とする土地面積がわずか

であっても、その用地を農用地区域から除外する（いわゆる農振除外）とともに、農地転用の許可を

得る手続が必要となる。2014 年に農山漁村再生可能エネルギー法が制定され、農地の活用が可能に

なったとされているが、現実には農地における風力発電開発の困難は解消されていない。 

 環境アセスメントにも課題がある。風力発電に係る日本の環境アセスは、対象の規模要件が諸外国

より厳しく、小規模な事業でも環境アセスを実施する必要がある。自治体によっては、条例によって

さらに小規模の事業でも環境アセスを求めている。一方で、植生や鳥の渡りルートなど環境基礎情報

の整備は進んでいないため、環境アセスの実施に長期の時間とコストを要する結果となっている。 

（風力発電と環境アセスメントの問題の詳細については、自然エネルギー財団「風力発電の導入拡大に向けた土地利

用規制・環境アセスメントの検討」を参照されたい。） 

 これらの他、税制や水利権等の課題も生じている。税制では、自治会等の非収益事業体が安定的な

運営費確保のために自治会施設を活用して小規模な発電事業を行うと、収入に対して税が重すぎると

いう課題がある。水利権では、小規模な水力発電事業であっても、河川流況の測定等の手続が煩雑と

の課題がある。こうした課題について、全国 34 道府県で構成する「自然エネルギー協議会」は「支

障事例」として定期的に取りまとめ、国に改善を要望するとともに、公表している。 

 
自治体から国・事業者へ提言すべきこと 

 自然エネルギーを地域でさらに普及するためには、さらに二つの大きな課題がある。それらの課題

について、自治体が地域住民の代弁者として、国や事業者に改善を提言することが必要である。 

 第一の課題は系統連系で、自治体から国や送電事業者に対し、改革を求めていく必要がある。日本

の電力システムは改革の途上にあり、自治体からも積極的に政策提言する必要がある。とりわけ、知

事会等の地方団体を通じた提言は、国も軽視できない。自然エネルギー協議会のように、複数自治体

による提言も重要である。（系統連系や電力システム改革の具体的な課題については、自然エネルギー財団「自

然エネルギーの導入拡大に向けた系統運用」と「電力システム改革に関する提言」を参照されたい。） 

 第二の課題は設置価格の低廉化で、自治体が生産性の向上について、地域の設置事業者に提案した

り、機運を醸成したりすることが必要である。50～500kW 規模の太陽光発電で日本とドイツのシステ

ム価格を比較（2014 年度） 12すると、日本 31 万円/kW に対し、ドイツ 16.6 万円/kW である。だが、

モジュールコストは少し日本が高い程度で、大きな差はない。建設労働賃金においては、ドイツの方

が日本より 1.5～2 倍の高さとなっている。大きく異なるのは施工期間で、500kW 規模の太陽光発電

であれば、日本で 2～3 か月かかる工事が、ドイツでは 1～2 週間で済んでいる。 

 なお、自治体が、地域経済活性化と自然エネ普及拡大の観点から、地域の設置事業者の生産性向上

を支援することも考えられる。自治体のなかには、工業試験機関や中小企業支援機関を有するところ

があり、日常的に事業者の生産性向上を支援している。設備投資への低利融資や技術講習会への補助

なども有効だろう。  
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【提言５】（共通政策） 地域金融機関との協調体制を構築する 

 
ファイナンスの壁 

 自治体が地域主体の自然エネルギー事業を育成・促進するときに、大きな壁になるのが事業の資金

調達である。地域の住民等が主体となって形成する事業体では、たいていの場合、金融機関から見て

信用力（与信）を欠くため、融資を受けにくい。一方、自然エネルギー事業では、太陽光発電や小水

力発電等の違いにもよるが、数十 kW 程度の規模で数千万円から数億円の事業費が必要なことも珍し

くない。そのため、信頼と経験のある市民ファンド等の支援を得られない限り、住民等の出資だけで

資金調達することも困難となる。 

 金融機関が事業計画やキャッシュフローを見て融資判断することも考えられるが、金融機関が自然

エネルギー事業の審査経験に乏しく、現状では困難な状況にある。科学技術振興機構統合実装プロジ

ェクトの地域金融機関向けのアンケート 13によると、自然エネルギー導入に当たって直面している課

題を尋ねた設問（複数回答可）で、最多回答が「事業性の見極めが困難（49.4％）」で、次が「詳し

い人材がいない（25.3％）」であった。また全国信用金庫協会 14によると、全国 265 の信用金庫全体

で 2015 年度、返済原資を事業のキャッシュフローに限定した融資であるノンリコースローンは 9 件

（54 億 67 百万円）に過ぎなかった。 

 金融機関側の資金は十分にあり、とりわけ一部の地域金融機関には余力がある。2015 年の金融機

関の預貸率（貸出残高を預金残高で除した比率）を見ると、地域金融機関の信用金庫や信用組合は約

50％、JA バンクは約 20％で、地方銀行の約 70％、都市銀行の約 60％と比べて低くなっており、その

分だけ資金余剰が発生している（図表 14）。地域の住民や中小企業、農家等が自然エネルギー事業を

盛んに興せば、もっとも身近な金融機関である信用金庫や信用組合、JA バンク等の資金需要とな

り、預貸率も上昇すると考えられる。自然エネルギー事業の利益は最終的に、地域金融機関の預金者

（大半が住民）へ利子として薄く広く配分される。 

 
図表 14 金融機関の預貸率（2006-2015 年） 
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自治体と地域金融機関の連携 

 地域の資金と自然エネルギー事業の好循環を生み出すため、地域エネルギー政策について、自治体

と地域金融機関との協調体制を構築する必要がある。都道府県であれば、域内に本店のある金融機関

を定期的に集め、自然エネルギー事業の知見を共有することが考えられる。実際、長野県は県内金融

機関と研究会を設けている。市町村であれば、自然エネルギー事業の補助金審査等に加わってもら

い、ケーススタディを得る機会にしてもらうことが考えられる。これと同様の取組は、長野県飯田市

で行われている。また、そもそも事業計画が稚拙であるため、融資が得られない事業もあることか

ら、金融機関の考え方を自治体が理解することで、的確な事業計画づくりの支援を自治体と金融機関

の連携で行うことも考えられる。 
協調体制が構築された後は、地域主体の自然エネルギー事業に対し、自治体が信用を供与する仕組

みをつくることも望ましい。例えば、長野県では、事業計画が良くても自己資金に乏しい事業者に対

し、補助金を交付して地域金融機関の融資を促し、事業収益から補助金を自治体に返還する収益納付

型補助金を設けている（図表 15）。これは、補助金によって事業者の自己資金の保有率を高め、金融

機関の融資における重要な審査項目である指標「DSCR（Debt Service Coverage Ratio：元利金返済

カバー率）」を改善する。その結果、事業者が融資を得られ、自然エネルギー事業を実現に導く。自

然エネルギー事業の融資経験に乏しい地域金融機関の経験度を高め、将来的には補助金なしで自然エ

ネルギー事業への融資が円滑となることも狙いとしている。 
 

図表 15 収益納付型補助金の考え方 

 

 
 
 また、飯田市では、学識者や地域金融機関からなる審査会が事業を認定し、行政の信用と資金を事

業に供与する仕組みを「飯田市再生可能エネルギーの導入による持続可能な地域づくりに関する条

例」に基づいて設けている。これは、事業者が調査費用について無利子貸付を受けられるとともに、

事業の公共性と経営安定性を飯田市が公的に認証することで信用力を供与し、地域金融機関からの融

資や市民ファンドの活用を円滑にする仕組みである。 
  



24 
 

【提言６】（共通政策） 公共施設の新築・改修時にエネルギー性能を向上する 

 
老朽化する公共施設 

 全国の自治体で公共施設の老朽化が深刻になっており、建替えや大規模改修、統廃合が進むと見込

まれている（図表 16）。公共施設といっても、実際の用途は様々で、行政庁舎のようなオフィスだけ

でなく、学校や福祉施設のように人々が滞在するものもある。また、温浴施設やプールのように大量

の温水を必要とするものもある。 
 

図表 16 市区町村保有の主な公共施設の延べ床面積の推移 

 
 
躯体を含むエネルギー性能の向上がカギ 

 公共施設のエネルギー性能向上にとってカギとなるのは、設備だけでなく躯体も含めた建物全体で

のエネルギー性能を高めることである。具体的には、断熱、気密、日射コントロール（夏の遮へいと

冬の取得）、通風である。これらを最大限まで高めた性能をいったん検討した上で、光熱費等の削減

分と工事費の上昇分の費用対効果が見合う点で設計することが重要である。 

 公共施設の躯体性能を高めることは、長期的な視野でエネルギー削減を図る観点からも重要であ

る。2016 年に発効した気候変動対策の国際的な枠組み、パリ協定では、今世紀後半までに温室効果

ガス排出量を実質ゼロにすることを定めているが、これから建替え等をする公共施設が今世紀後半で

も使用され続けると想定される。建物のうち、設備は 10 年程度で耐用年数となり交換されるが、躯

体は取り壊すまで使い続ける。つまり、これからの公共施設は、パリ協定を踏まえた躯体性能が必要

になる。それを備えていなければ、おそらく大規模改修をそのうち迫られることになり、財政を圧迫

すると考えられる。既に EU では、公共施設については 2019 年 1 月 1 日以後に新築されるもの、他の

建物については 2021 年 1 月 1 日以後に新築されるものについて、ニアリーゼロ・エネルギー性能を

確保することを決めている 15。（なお日本では、2014 年に閣議決定された「エネルギー基本計画」に

おいて、2020 年までに新築公共施設等でゼロ・エネルギー性能を実現し、2030 年までに新築公共施

設の平均でゼロ・エネルギーを実現するとの目標が掲げられているが、実際の進捗状況は明らかでな

い）。  
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自然エネルギーの熱利用の促進 

 公共施設の建替えや改修等を契機としてエネルギー性能を向上する上で、今後、特に着目する必要

があるのは、自然エネルギーの熱利用の促進である。これまでの自然エネルギーの活用では、もっぱ

ら太陽光発電に代表されるような電力での利用だけが強調されるきらいがあった。 
 しかし、公共施設のエネルギー利用では、熱需要の割合も大きい。温泉施設やプールのように大量

の温水を必要とするものもある。ボイラーなど熱源設備について、自然エネルギーの活用を推進すべ

きある。地域に存在する資源にもよるが、太陽熱システム、木質バイオマス、地中熱システム等の活

用が考えられる。 
 建替え等を契機にすれば、施設ごとの順次導入となるため、学習効果と習熟も期待できる。国内で

は、自然エネルギー熱利用の事例に乏しく、当初の事業ではコストやオーバースペックのように多く

の課題が出ると考えられる。それを次の事業に活かすことで、次第に信頼のおける熱利用のシステム

を地域に確立することができる。実際、北海道下川町では、温浴施設への木質バイオマスボイラー導

入から始まり、庁舎を拠点にした近隣の公共施設への熱供給、そして町営住宅の再配置を契機にした

熱供給事業まで行うに至った（図表 17）。（木質バイオマス発電をめぐる状況については、自然エネルギー財団

「木質系バイオマス発電に関する FIT 制度見直しの提言」を参照されたい。） 

 
図表 17 北海道下川町の自然エネルギー熱利用 

 

 
 
 なお、体育館やホールのように、屋根面積の大きい施設では、太陽光発電に適した屋根形状とする

ことが望ましい。建替えや改修時に太陽光パネルを設置すればコストを下げられる。あるいは、住民

等への屋根貸しも考えられる。太陽光パネルは、屋根への日射遮へい効果もあり、夏の日射による躯

体温度の上昇も避けられる。空調負荷の抑制や施設利用者の快適性も期待できる。 
 また、自治体だからこそ可能となる自然エネルギー事業もある。例えば、東京都は、浄水場での太

陽光発電、給水所での小水力発電、汚泥焼却施設でのバイナリー発電、汚泥によるガス化発電等に取

り組んでいる。発電収入を維持管理費に充当でき、住民負担の抑制も期待できる。  
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【提言７】（共通政策） 意欲的な計画・目標で自然エネルギーを伸ばす 

 
エネルギー計画の策定状況 

 地域エネルギー政策については、歴史が浅く、計画策定を義務付ける法律もないため、計画を策定

している自治体としていない自治体に分かれる。都道府県（47）では 2017 年 3 月 1 日現在、37 都道

府県がエネルギーに関する計画やビジョン等を有している。政令市（20）では同じく、12 市が有して

いる。いずれも、東日本大震災のあった 2011 年以降の策定である。 

 行政計画は、目標値を設定しなければ進捗管理ができず、実質的に計画としての役に立たない。だ

が、計画やビジョン等に目標値を設定しているのは 31 都道府県（図表 18）、11 政令市にとどまる（図

表 19）。設定していない都道府県・政令市では、域内の自然エネルギー普及状況について、判断する

物差しがない状態にある。それでは、普及が順調なのか、てこ入れが必要なのか、過剰で引き締めが

必要なのか、自治体として判断することができない。例えば、ドイツの「100％再生可能エネルギー地

域」16の取組では、自然エネルギーの電気と熱の導入比率など、33 の基準で進捗状況をチェックする。 

 特に、自然エネルギーについては、発電設備容量と導入量（生み出すエネルギー量）の両方で目標

設定することが望ましい。発電設備容量の目標は、固定価格買取制度の公表制度によって進捗管理し

やすく、地域でどれだけ発電設備が普及しているかを見ることができる。導入量の目標は、統計の不

足によって進捗管理が難しいものの、発電だけでなく熱利用や燃料を考慮に入れることになり、エネ

ルギー消費量と合わせて見ることで、エネルギー自給率を測ることもできる。 

 
発電設備容量と導入量の目標 

 すべての都道府県及び政令市において、地域エネルギー政策に関する計画・目標を策定することが

必要である。また 2020 年の設備容量目標を設定している先導的な地域においても、目標の精度には課

題が見られる（図表 20）。 
 目標については、意欲的な目標を設定しつつ、その精度を高める必要がある。目標を設定したとし

ても、成り行きで達成できるような低い目標では、政策や予算等を見直すことにつながらない。意欲

的な目標を設定したとしても、現実とのかい離が大きすぎれば、政策や予算をいくら投入しても達成

できないことになるため、目標への信頼性が損なわれる。バックキャスティングの手法で目標を設定

しつつ、信頼感の得られる目標とすることが重要である。 

 意欲的な計画・目標には、政策を充実させることに加え、目標に向けて行政が積極的に関与すると

いう住民や民間事業者へのメッセージの意味がある。行政が明確な展望を示すことで、住民や事業者

の投資意欲を引き出すのである。 

 意欲的な計画・目標の例としては、福島県がある。同県は 2040 年に県内需要の 100％を自然エネル

ギーで満たすことを目指し、目標に基づいた政策を展開している。ポテンシャルの大きい風力発電で

は、阿武隈山地と沿岸部において風力発電計画を立て、風況調査と環境アセスメントの中途（配慮書）

までを作成し、その後を引き継ぐ事業者を公募した。こうした他県には見られない踏み込んだ取組に

より、福島県としては事業者の開発リスクを低減し、普及の遅れがちな風力発電事業を促進している。 
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図表 18 目標設定のあるエネルギー計画等を有する都道府県（2017 年 3 月 1 日現在） 

 
 
 

図表 19 目標設定のあるエネルギー計画等を有する政令市（2017 年 3 月 1 日現在） 
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図表 20 2020 年目標のある都道府県の稼働設備・認定・目標容量（2016 年 9 月 30 日現在） 

 

 

  



29 
 

【提言８】（共通政策） 地域エネルギー政策で多面的な価値を評価する 

 
地域での自然エネルギー活用、省エネルギー促進の価値 

 地域におけるエネルギーの供給と消費のあり方を変えることには、多面的な価値がある。自然エネ

ルギーへの転換と省エネルギー化が進み、火力発電の稼働が減少したり、火力発電所自体が不要にな

れば、火力発電所の立地地域において大気汚染の状況が改善される。ソーラーシェアリングや農地に

おける風力発電の立地が進めば、農業収入に加え、自然エネルギー電力の売電などの収入を得ること

ができるようになる。地域経済の活性化や生産性の改善という価値は、既に述べたとおりである。 
 なかでも、もっとも価値を共有する政策分野は、地球温暖化対策である（図表 21）。いずれも、持

続可能な地域づくりを目指し、省エネルギーと自然エネルギーの促進を柱としている。 
 
エネルギーと地球温暖化対策 

 地域における地球温暖化対策の計画は、都道府県・政令市・中核市に対し、法律で策定が義務付け

られている。地球温暖化対策推進法（第 20 条の 3）は、都道府県等に対してその区域の地球温暖化対

策の計画（地方公共団体実行計画区域施策編）の策定を義務付けており、国が策定状況をモニタリン

グし、公表している。また策定義務のない市町村に対しても、国は策定を奨励している。 

 一方、地球温暖化対策などの環境政策と地域エネルギー政策を一体的に計画している自治体は少な

い。都道府県では 5 都県である（図表 22）。このように多くの自治体は、持続可能な地域という共通

の目標を持つそれぞれの計画について、別々に策定している。それだけ、ただでさえ乏しくなりがち

な予算や職員などの行政資源を計画策定や進捗管理のため、重複的に費やしていることになる。さら

に、それぞれの組織間や計画間の連携が十分でなければ、政策の効果も低下する。 

 そこで、地域エネルギー政策と地球温暖化対策の計画は、一体的に策定することが望ましい。地球

温暖化対策計画のなかで、エネルギーに関する目標を設定し、政策を体系化すれば、それは地域エネ

ルギー政策の計画ともなる。策定が義務あるいは奨励されている地球温暖化対策計画と一体で、地域

エネルギー政策の計画を策定することは、行政コストの抑制のみならず、地域のメリットについて多

面的な効果を追求することにつながる。 

 地域エネルギー政策と地球温暖化対策の計画を統合する際には、温室効果ガス排出量だけを数値目

標に掲げるのではなく、自然エネルギーの設備容量や導入量も合わせて数値目標として設定すること

が必要である。また、いずれについても意欲的な目標を設定することが望ましい。 

 また、地域に発電所を新設する事業のうち、石炭火力発電には大いに注意しなければならない。沿

岸部の地域を中心に、各地で石炭火力発電所の新設計画が相次いでいる。「エネルギー地産地消推進

計画」で小規模石炭火力発電を「地産エネルギー」と位置づけ、導入を促進している自治体もある。

一方で、パリ協定を遵守するとすれば、これらの大半は建設後しばらくして稼働困難の状態に陥る可

能性が高い。その場合、一時的な経済効果と引き換えに、負の財産が地域に残されてしまう。よっ

て、自治体として石炭火力発電所の新設を後押しすることは妥当でなく、環境や社会への影響を自治

体として評価し、事業者に意見を述べることが望ましい。（石炭火力発電所をめぐる状況については、自然

エネルギー財団「世界の石炭ビジネスと政策の動向」を参照されたい。） 

 

《コラム》経済成長とエネルギー消費削減の両立 

 経済成長しつつ、エネルギー消費量や温室効果ガス排出量を削減していくことは、可能である。こ

れまでの社会では、経済成長に伴って生産量が拡大し、そのためにエネルギー消費が増えるため、温

室効果ガスも増加すると考えられてきた。  
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 ドイツでは、1990 年以降の推移を見ると、経済成長とエネルギー消費量等が連動せず、経済成長

しつつも、エネルギー消費量や温室効果ガス排出量が抑制されてきた 17。1990 年の水準を 100 とし

たとき、いずれも 2016 年の数値で、GDP は 146 に上昇したのに対し、一次エネルギー消費量は 90 に

削減している。温室効果ガス排出量も、1990 年に比べて 2016 年で 27％減である。 

 ドイツで経済成長とエネルギー消費削減の両立を導いたのは、適切なエネルギー政策である。EU

全体での排出量取引（EU-ETS）や環境税、固定価格買取制度、熱利用促進政策、省エネ建築政策等

が、化石燃料を非効率に使う産業に省エネルギーを迫る一方、自然エネルギーや省エネルギーの関連

産業が活性化し、デカップリングが実現した。化石燃料当たりの生産性、すなわち炭素生産性が向上

したともいえる。 

 この考え方を地域エネルギー政策の基礎におくことが、重要である。自然エネルギーの促進や地球

温暖化対策が経済にマイナスになるという誤解を避け、多くの住民・企業から政策への支持を得られ

やすくなる。 

 
図表 21 地域エネルギー政策と地球温暖化対策 

 
 

図表 22 地域エネルギー政策と地球温暖化対策を一体で計画している都道府県 
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【提言９】（規模別政策） 都道府県・政令市の地球温暖化対策条例をステップアップしていく 

 
都道府県・政令市での地球温暖化対策の蓄積 

 都道府県・政令市においては、先導的な自治体の取組により、大規模な事業所などを対象とした省

エネルギー促進制度について、様々経験が蓄積されてきている。最初のモデルになったのは東京都で、

産業・業務、建築物、家庭の各分野で条例に基づく一連の制度が構築されてきた。 

 産業・業務の事業者対策は、地球温暖化対策計画書制度と呼ばれ、多くの自治体で取組が進んでい

る。各自治体の取組を類型化すれば、以下のように整理できる。 

 温室効果ガス排出抑制計画の提出をエネルギー多消費の事業者に義務付け、定期的な報告を受ける

レベル 1 から、現場に立入指導を行うレベル 1.5、計画を評価・格付するレベル 2、温室効果ガスの総

量削減を義務付けるレベル 3 まである（レベル 1～2 の詳細は図表 23 を参照のこと）。レベル 3 では、

自らの事業所で削減義務を達成できなかった場合、超過達成した他の事業者から排出枠を調達するな

ど、排出量取引によって義務を達成する仕組みとなっている。 
 

図表 23 地球温暖化対策計画書制度の概要（レベル１～２） 

 
 
 建築物の対策は、建築物計画書制度と呼ばれ、主に新築を対象にしている（自治体によって改築・

改修を含む場合がある）。2,000 ㎡など一定面積以上の新築に対し、環境配慮計画書の提出を義務付

けるのが基本型となる。発展型では、CASBEE や一次エネルギー消費量算定プログラム、エネルギー

パス等の客観的な評価ツールを自治体が指定し、それに基づく評価結果とともに、自然エネルギー導

入の検討結果の提出を義務付ける（発展型の詳細は図表 24 を参照のこと）。東京都や神奈川県、横浜

市等では、その内容をマンション販売広告に記載することを義務付けている。また、京都府・京都市

では、検討にとどまらず、一定規模以上の自然エネルギー導入を義務付けている。長野県では、戸建

住宅を含むすべての新築に、評価や検討を義務付けている。  
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図表 24 建築物計画書制度（発展型）の概要 

 
 
 家庭の対策は、家電販売店に対して統一省エネラベルの掲出を義務付け、エネルギー効率の高い家

電の選択を促進している。国は、東京、京都など大都市で広く導入されてきた省エネラベル制度をも

とに、エネルギーの使用の合理化等に関する法律（省エネ法）で統一省エネラベル制度を設けたが、

その掲出は努力義務とされており、同じ品目の家電であっても、掲出と非掲出の混在が実質的に認め

られている。条例で掲出を義務化している自治体では、すべて掲出することになる。これにより、エ

ネルギー効率の高い家電が選択されやすくなる。 
 
条例による省エネルギー促進制度のステップアップ 

 事業者や施主、消費者の合理的な判断に基づく省エネルギーを全国的に促進するためには、実効性

の高い制度をすべての都道府県・政令市で構築する必要がある。具体的には、地球温暖化対策計画書

制度のレベル 2 以上、建築物計画書制度の発展型と自然エネルギー導入検討義務、統一省エネラベル

の義務付けである。これらを満たしている都道府県は 2017 年 3 月 1 日現在、東京都、京都府、長野県

の 3 都府県となっている（図表 25：提言で求める実効性の高い水準についても本図表を参照のこと）。 
 また、都道府県・政令市で省エネルギーの制度を整えることは、自然エネルギーの導入比率を高め

ることにもつながる。まず、エネルギーの使用総量が削減されれば、自然エネルギーの導入量が同じ

でも、比率は高くなる。加えて、エネルギー使用の効率化をした上で、それに応じた自然エネルギー

を導入していけば、過剰な設備の導入を避けることができ、その分だけ自然エネルギーの導入コスト

が抑制できる。省エネルギーは、自然エネルギーと別に考えられることもあるが、密接な関係を有し

ている。  
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図表 25 都道府県の制度状況（2017 年 3 月 1 日現在）と提言水準 
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【提言 10】（規模別政策） 政令市・中核市で都市計画とエネルギー計画を連動させる 

 
政令市・中核市の状況 

 全国 20 の政令市・48 の中核市は、一般の市町村に比べ、都市計画や環境行政、保健福祉行政等に

関して大きな権限を有している。とりわけ、市街化区域等の開発許可や都市計画施設等の建築許可の

ように、まちづくりに関する権限を有していることが特徴である。そのため、一般の市町村よりも、

独自のまちづくりを追求しやすい。 

また、区域全体の地球温暖化対策計画（地方公共団体実行計画区域施策編）の策定義務を法定され

ているため、地球温暖化対策や自然エネルギー促進の担当組織や予算が、規模の大小はあっても、必

ず確保されている。すなわち、少なくとも国内 68 の大都市・中都市が地域エネルギー政策を展開する

ための基盤を有しているということになる。 

 地域エネルギー政策を担当する組織については、政令市と中核市であり方が大きく異なる。政令市

（図表 26）では、エネルギーや環境都市づくりを明確にしているのが 9 市、地球温暖化対策として切

り出しているのが 9 市で、環境分野の一つとして位置付けている組織名（環境政策課等）は 4 市であ

った 18。他方、中核市（図表 27）では、エネルギー等の名称が 6 市、温暖化対策等の名称が 7 市で、

大半の 35 市が環境政策課等の名称であった。 
 
地域エネルギー政策とまちづくりとの一体化 

 都市で自然エネルギーの導入を進める場合、環境の観点だけでなく、都市計画や街区整備などのま

ちづくりと一体的に進めることが効果的である。都市全体でのエネルギー供給や交通のあり方、街区

での熱供給や未利用エネルギーの活用、建物単体での省エネルギーや自然エネルギー導入等、まちづ

くりがエネルギー需要を規定し、供給の選択肢を左右するからである。 

 例えば、特別区の域内において都市計画の権限を特例的に有する東京都では、都市計画にエネルギ

ー政策をリンクさせている。具体的には、都の都市開発諸制度を活用して開発する建物について、容

積率の運用・緩和を審査する際、省エネルギー性能（建物の熱負荷の低減と設備システムの省エネル

ギー）を評価項目にしている 19。それにより、省エネルギー性能の高い建物の普及を誘導している。

また、建築物の延床面積が 50,000 ㎡を超える開発事業において、エネルギーの有効利用に関する計画

を予め届け出ることを義務付けている。これにより開発事業者は、開発計画初期での未利用エネルギ

ー、再生可能エネルギー、地域冷暖房導入に関する検討を実施することになる。都市部の自治体で導

入されている土地利用調整条例を活用し、開発事業者に対して、未利用エネルギー利用や省エネルギ

ー、地域熱供給、自然エネルギーの活用を求めることも有効である。 

 同様に都市計画について一定の権限を有する政令市・中核市では、地域エネルギー政策の基盤もあ

ることから、まちづくりと地域エネルギー政策を統合的に進めることが、効果的である。いずれの市

においても、地域エネルギー政策を担当する部局と都市計画を担当する部局は異なるが、有機的に連

携することが求められる。その点、組織のあり方がすべてを規定するわけではないものの、エネルギ

ーや環境都市づくり、温暖化対策を専任とする組織があれば、専門的な情報を収集し、都市計画など

関係する他部局へ働きかけすることが容易となる。組織のあり方を見ると、政令市においてはそうし

た意識が高まっていると考えられ、中核市においても組織改革において検討していくことが望ましい。 

  



35 
 

図表 26 政令市の組織状況（2017 年 3 月 1 日現在） 

 

 
 

図表 27 中核市の組織状況（2017 年 3 月 1 日現在） 
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【提言 11】（規模別政策） 市町村で地域主導型自然エネルギー事業を育成する 

 
豊富な自然エネルギーポテンシャル 

 多くの市町村は中山間地域を抱え、自然エネルギーのポテンシャルを豊富に有している（図表

28）。首都圏や関西圏、中京圏等の大都市に所在する市町村であっても、建物屋根の太陽光発電や太

陽熱利用のポテンシャルは、十分に開発されていない。地中熱のように、地下水が豊富な平野部の大

都市ほど、ポテンシャルの大きな自然エネルギー源もある（図表 29）。 
 

図表 28 中小水力ポテンシャルマップ（南東北） 

 
 

図表 29 地中熱ポテンシャルマップ（首都圏） 
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 これらの開発ポテンシャルには、小規模なものも多く、無数に存在するため、個人や地域に密着し

た事業者が開発の主体に適している。だが、小資本の事業者や個人は、事業化のノウハウや経験に乏

しいため、開発は遅々として進みにくい。一方、大手事業者は事業規模を大きくすることで規模の経

済を追求し、高い利益率を実現することが可能であるため、一般的には小規模な事業を好まない。 
 そこで、市町村の出番となる。市町村が、地域の小資本の事業者や個人による自然エネルギーポテ

ンシャルの開発、すなわち事業化や導入を支援することにより、自然エネルギーはさらに普及する。

また地域と調和した導入を促進する上でも、市町村の役割が重要になる。 
 
地域主導型・地域参画型・地域配慮型 

 市町村から見れば、自然エネルギーを普及する意義は、その多面的な価値にある。ただエネルギー

供給量拡大のために自然エネルギーを普及するだけならば、市町村にとってその優先順位は高くない

かも知れない。だが、自然エネルギーを普及することが、地域にメリットをもたらし、住民の福祉を

向上させるならば、積極的に促進するに値する。 
 自然エネルギーの多面的な価値は、経済、環境、防災、自治と多岐にわたる。経済では、域外に支

払う化石燃料代を減らし、その分を地域の自然エネルギー事業者や自らの自然エネルギー投資の回収

に充てることになり、資金循環や所得を拡大する。環境では、温室効果ガスや大気汚染をもたらす化

石燃料の使用を削減する。防災では、災害で電気やガス等の供給網が寸断されても、ある程度のエネ

ルギーを自給できる。自治では、地域資源を活用した自然エネルギーが生活を支えているとの理解が

広がり、地域への誇りを高める。 
 市町村としては、地域にメリットをもたらす自然エネルギー事業を積極的に後押しすることが求め

られる。自然エネルギー事業の形態を利益と意欲に着目して整理すると、「地域主導型」「協働型」

「外部主導型」に分けられる（図表 30）。「協働型」は、さらに「地域参画型」と「地域配慮型」に

分けられる。 
 地域にもっとも大きなメリットをもたらすのは、自然エネルギー事業の主体を地域の住民や企業、

団体等が担い、地域金融機関等の地域資金を活用する「地域主導型」である。これは、自然エネルギ

ー事業が、事業者の所得となる事業収益が大きいという特性に着目したもので、収益の大半が地域住

民たる事業者や出資者の手中に入るととともに、利子を通じて地域の預金者に還元される。一方、高

い事業開発の意欲やノウハウを必要とするため、住民等による事業化も、市町村による支援も容易で

ない。 
 外部の事業者と協力関係を構築する「協働型」も、地域にメリットをもたらす。これは、地域の住

民や企業等が少数出資者として資本参画する「地域参画型」と、収益の一部を地域に寄付や事業（イ

ンフラ修繕等）として還元する「地域配慮型」に分けることができる。「地域参画型」は、ノウハウ

を持つ外部事業者の主導で事業を行いつつ、一定の収益を地域が得られる手法である反面、事業のリ

スクも地域で分担することになる。「地域配慮型」は、外部事業者が事業とリスクを担い、地域のノ

ウハウやリスク分担の必要は不要となるが、得られる利益も寄付等となるため、大きいものとならな

い。 
 外部事業者がすべての開発を担う「外部主導型」では、事業収益の大半を地域外の事業者が手にす

ると考えられるが、この場合でも固定資産税の税収や工事への地域企業の参入が期待できるなど、地

域にメリットをもたらしうる。一方、小規模なポテンシャルの開発事業であれば、そもそも外部事業

者の参入は期待しがたい。 
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 そこで市町村としては、市町村としては「地域主導型」の主体を育成し、外部の事業者では開発し

にくい小規模なポテンシャルの開発を促進することが重要になる。そうしたポテンシャルは、小規模

であっても数多く存在し、地域の住民や企業等には情報や人間関係という「地の利」もある。それを

活かした自然エネルギー事業を促進するのである。 
 都道府県には、市町村の取組を支援するとともに、広域的な産官学民のネットワークを構築し、ス

テークホルダーの知見共有を促進することが求められる。市町村の支援とは、専門的な知見に乏しい

市町村の担当職員に知見を得る機会を提供したり、都道府県の持つ専門的な知見、とりわけ土木や電

気、農業土木等の技術職員の知見を提供したり、相談に応じたりすることが考えられる。またネット

ワークとは、行政や主要な事業者、関係団体、市民、地域金融機関などが集まる場を設け、自然エネ

ルギーに関する知見を共有したり、意見を交換したりすることである。ネットワークとしては、福島

県の「ふくしま再生可能エネルギー事業ネット」や新潟県の「おらってにいがた市民エネルギー協議

会（おらって協議会）」 20、長野県の「自然エネルギー信州ネット」がある。 

 新潟市は、おらって協議会と「持続可能な低炭素まちづくり推進のためのパートナーシップ協定」

を締結し、協力して自然エネルギーの普及活動を展開している。おらって協議会は、新潟のエネルギ

ーや社会のあり方を協議するため、開かれた場として 2014 年 12 月に設立された。2015 年 8 月に

は、また同年 6 月には、おらって協議会から自然エネルギー事業体の「おらって市民エネルギー株式

会社」が設立され、合計約 1,000kW の分散型太陽光発電事業を運営している。新潟市は、協定に基づ

き市の遊休地を太陽光発電サイトとして提供し、地域主導型の促進を図っている。 

 
図表 30 自然エネルギー事業の類型 
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【注】 

1 科学技術振興機構・社会技術研究開発センター統合実装プロジェクト・創発的地域づくりによる脱温暖化他「再生

可能エネルギー・省エネルギー導入に関する自治体意向調査集計結果（第 3 回）」2016 年 10 月 

2 バイオマスの利活用に関する具体的取組や行動計画を 2002 年 12 月に閣議決定（2006 年 3 月改正）したもの。2011

年 2 月の総務省による行政評価で「効果が発現しているものは 214 事業中 35 事業。これらについても、国の補助に

より整備された施設の稼働が低調なものが多いなど、期待される効果が発現しているものは皆無」と厳しい評価がな

された。 

3 山下紀明「研究報告メガソーラー開発に伴うトラブル事例と制度的対応策について」環境エネルギー政策研究所、

2016 年 3 月 

4 環境エネルギー政策研究所「自然エネルギー白書 2016」2017 年 3 月 

5 ラウパッハ・スミヤ ヨーク、中山琢夫・諸富徹「日本における再生可能エネルギーの地域付加価値創造 : 日本版

地域付加価値創造分析モデルの紹介、検証、その適用」『サステイナビリティ研究 6』2016 年 3 月 

6 環境省中央環境審議会地球環境部会「長期低炭素ビジョン参考資料」2017 年 3 月 

7 長野県「人口定着・確かな暮らし実現総合戦略〈参考資料集〉」2016 年 2 月 

8 前掲「再生可能エネルギー・省エネルギー導入に関する自治体意向調査集計結果（第 3 回）」 

9 長野県プレスリリース 2016 年 12 月 7 日付 

10 保坂展人「長野県の水力発電所から世田谷区の保育園への電力購入」2017 年 4 月、ハフィントンポスト 

11 http://www.pref.nagano.lg.jp/ontai/20160627solar-manual.html 

12 自然エネルギー財団「日本とドイツにおける太陽光発電のコスト比較」に基づく。 

13 科学技術振興機構・社会技術研究開発センター統合実装プロジェクト・創発的地域づくりによる脱温暖化他「再生

可能エネルギー事業と地域金融機関の役割に関するアンケート集計結果（速報）」2017 年 3 月 

14 全国信用金庫協会「地域密着型金融の取組状況（平成 27 年度）」に基づく。 

15 建物のエネルギー性能に関する 2010 年 5 月 19 日の EU 指令 

16 http://www.100-ee.de/ 

17 自然エネルギー財団・Agora Energiewende「ドイツのエネルギー転換 10 の Q&A」2017 年 3 月 

18 横浜市は、温暖化対策統括本部と環境創造局環境エネルギー課が別に存在するため、ダブルカウントしている。 

19 東京都環境局「東京グリーンビルレポート 2015」2015 年 7 月 

20 http://www.oratte.org/ 

 

 

* 図表において使用しているピクトグラムは商用利用可の以下のサイトからダウンロードした。 

http://pictogram-free.com/ 

http://icooon-mono.com/ 

http://www.free-icon.org/index.html 
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